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表１　後期高齢者医療制度の保険料の計算

　　保険料　　＝　均等割額　＋　所得割額
 （限度額57万円）　（年額４万2200円）

▼所得割額の計算

（ ）給与所得、雑所得
（年金など）、配当
所得、一時所得な
どの合計額
※退職所得を除く
-基礎控除額（33万円） ×所得割率

8.98％

└──賦
ふ

課のもととなる所得──┘
※賦課のもととなる所得とは、保険料の計算のもとになる所得です。
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表４　自己負担割合判定基準
被保険者の27年度住民
税課税所得 所得区分 負担

割合
145万円未満 一　般 １割
145万円以上
（または、その方と同
じ世帯の被保険者）

現役並み
所得者　 ３割

表２　均等割額の軽減
総所得額が下の基準を超えない世帯 軽減割合
基礎控除額（33万円） 8.5割
このうち、後期高齢者医療制度の
被保険者全員が年金収入80万円
以下でその他の所得がない

９割

基礎控除額（33万円）＋（26万円×
被保険者の数） ５割
基礎控除額（33万円）＋（47万円×
被保険者の数） ２割
※ 65歳以上で公的年金等控除を受けた方は、年金所
得から更に高齢者特別控除15万円を差し引いた額
で判定します。

表３　所得割額の軽減
被保険者本人の「賦課のもととなる所得金
額」が58万円までである方を対象に、保険
料を軽減します。
賦課のもととなる所得金額
※（ ）内は年金収入のみの場合

軽減
割合

15万円（年金収入168万円）まで 全額
20万円（年金収入173万円）まで 7.5割
58万円（年金収入211万円）まで ５割
※ 賦課のもととなる所得金額の計算は、表１の
とおりです。

表５　収入額による負担割合判定基準

同じ世帯にい
る後期高齢者
医療被保険者

26年中の収入額
（必要経費などを差
し引く前の金額）

負担
割合

１人 383万円未満（※） １割

２人 合計額が520万円未
満 １割

※ 383万円以上の方でも、同じ世帯に70 ～74歳
で国民健康保険、または、会社などの健康保険
の加入者がいる場合は、合計額が520万円未満
であれば１割の負担です。
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。
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付
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４
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。
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。
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。
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介
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８
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。
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２
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３
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。

●
会
社
の
健
康
保
険
な
ど
の
被
扶
養

者
で
あ
っ
た
方
の
保
険
料
を
軽
減

　
制
度
加
入
前
日
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で
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社
の
健
康

保
険
な
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国
民
健
康
保
険
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民
健

康
保
険
組
合
を
除
く
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被
扶
養
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と
し
て
、
自
分
で
保
険
料
を
払
っ
て

い
な
か
っ
た
方
は
、
所
得
割
額
が
無

料
に
な
る
ほ
か
、
均
等
割
額
が
９
割

軽
減
さ
れ
ま
す
。

「現役並み所得者」でも、表５の基
準に該当する場合は、１割になり
ます（要申請）。


